
1.

(1)

(2)

(3)

最終仕入原価法による

(4) 外貨建預金の評価方法

期末時換算法で、電信売買相場の仲値による。

(5)

(6)

(7)

(8) 消費税等の会計処理

2.

前期末残高 当期末残高

土地 273,487,796

建物 635,414,260

減価償却引当預金 106,892,112

基本金引当定期預金 2,534,000

投資有価証券 449,326,748

小 計 1,467,654,916

会館建設引当資産 60,000,000

大修繕引当資産 100,000,000

減価償却引当資産 15,027,318

役員退職慰労引当資産 3,000,000

退職給付引当資産 31,000,000

安原基金引当資産 4,347,697

中尾豊島引当資産 263,587

前田基金引当資産 4,223,933

支部活動引当資産 286,594,790

小 計 504,457,325

合 計 1,972,112,241 172,453,955 203,788,213 1,940,777,983

686,323 32,771,000 254,510,113

2,224,282 33,534,587 473,147,020

263,587 0

528,131 500,000 4,252,064

1,000,000 32,000,000

5,217 4,352,914

4,611 15,031,929

3,000,000

特定資産

60,000,000

100,000,000

2,534,000

49,976,047 50,000,000 449,302,795

170,229,673 170,253,626 1,467,630,963

基本財産

273,487,796

13,361,514 622,052,746

120,253,626 106,892,112 120,253,626

貸倒引当金については特別会計において各会計ごとに貸倒見込額を見積もっている。

リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に準じた会計処理をしていたが、当事業年度契

約分のリース取引から、原則として通常の売買取引に準じた会計処理をしている。

税込みで処理している。

基本財産・特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

科 目 当期増加高 当期減少高

棚卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却方法

建物、無形固定資産及びリース資産・・・定額法

その他の有形固定資産（リース資産除く）・・・定率法

引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は内規により、退職給付引当金については、当期末における自己都合要支給額を計上してある。

財務諸表に対する注記
重要な会計方針

会計基準

平成１６年改正の公益法人会計基準による。

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。



3.

当期末残高
（うち負債に対
応する額）

土地 273,487,796 ( ) ( 273,487,796 ) ( )

建物 622,052,746 ( ) ( 622,052,746 ) ( )

減価償却引当預金 120,253,626 ( ) ( 120,253,626 ) ( )

基本金引当定期預金 2,534,000 ( ) ( 2,534,000 ) ( )

投資有価証券 449,302,795 ( ) ( 449,302,795 ) ( )

小 計 1,467,630,963 ( 0 ) ( 1,467,630,963 ) ( )

会館建設引当資産 60,000,000 ( ) ( 60,000,000 ) ( )

大修繕引当資産 100,000,000 ( ) ( 100,000,000 ) ( )

減価償却引当資産 15,031,929 ( ) ( 15,031,929 ) ( )

役員退職慰労引当資産 3,000,000 ( ) ( 2,138,880 ) ( 861,120 )

退職給付引当資産 32,000,000 ( ) ( 1,822,727 ) ( 30,177,273 )

安原基金引当資産 4,352,914 ( ) ( 4,352,914 ) ( )

前田基金引当資産 4,252,064 ( ) ( 4,252,064 ) ( )

支部活動引当資産 254,510,113 ( ) ( 254,510,113 ) ( )

小 計 473,147,020 ( 0 ) ( 442,108,627 ) ( 31,038,393 )

合 計 1,940,777,983 ( 0 ) ( 1,909,739,590 ) ( 31,038,393 )

4.

帳簿価額

第298回利付国債（基本財産） 399,326,748

同アキュムレーション分（その他固定資産） 124,178

小 計 399,450,926

第89回利付国債（基本財産） 49,976,047

同アキュムレーション分（その他固定資産） 3,725

小 計 49,979,772

国 債 合 計 449,430,698

一 般 会 計 合 計 449,430,698

第60回利付国債 99,955,373

第238回利付国債 100,420,859

第249回利付国債 99,006,073

第258回利付国債 100,176,084

第268回利付国債 100,369,141

第277回利付国債 99,978,114

第280回利付国債 100,000,000

105,430,000 5,451,886

107,120,000 7,120,000

100,790,000 1,783,927

103,030,000 2,853,916

104,350,000 3,980,859

≪刑務作業提供事業会計≫

国債

100,500,000 544,627

101,220,000 799,141

△ 3,725

49,965,000 △ 14,772

461,645,000 12,214,302

461,645,000 12,214,302

△ 124,178

411,680,000 12,229,074

49,965,000 △ 11,047

≪一般会計≫

国債

411,680,000 12,353,252

基本財産

特定資産

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

科 目 時 価 評価損益

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科 目
（うち指定正味財産か

らの充当額）
（うち一般正味財産か

らの充当額）



第66回利付国債 100,047,331

第75回利付国債 99,975,218

第285回利付国債 100,514,841

第286回利付国債 99,580,666

第290回利付国債 100,455,393

第299回利付国債 100,070,210

第301回利付国債 99,802,664

第85回利付国債 100,173,754

第91回利付国債 100,462,610

第313回利付国債 99,910,246

小 計 1,700,898,577

第277回利付国債 49,989,057

カナダ小麦局 200,000,000

小 計 249,989,057

合 計 2,400,318,332 2,465,934,200 65,615,868

外国債

200,000,000 0

252,715,000 2,725,943

1,751,574,200 50,675,623

≪受刑者更生支援等事業会計≫

国債

52,715,000 2,725,943

101,248,500 1,074,746

99,803,100 △ 659,510

100,442,700 532,454

104,200,000 3,744,607

102,690,000 2,619,790

103,989,900 4,187,236

102,140,000 2,164,782

106,310,000 5,795,159

106,940,000 7,359,334

101,370,000 1,322,669


